
教科に関する調査の結果

○関心・意欲・態度については、算数・数学の勉強が好き、朝食

を食べているなど多くの点について改善傾向が見られる。

○学習に対する関心・意欲・態度、宿題、読書、基本的生活習慣

等で肯定的な回答をした小中学生ほど正答率が高い傾向。

児童生徒質問紙の結果
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平成19年度平成19年度 平成20年度平成20年度

我が国の子どもたちの学力と学習の状況①

○

 

平成２１年度調査を平成２１年４月２１日に実施、８月２７日結果提供・公表
○

 

小学校第６学年、中学校第３学年の児童生徒が対象 （約235万人が調査に参加）
○

 

対象教科は国語、算数・数学 （児童生徒と学校に対する質問紙調査も実施）

○

 

「知識」と「活用」（知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力など）に関する問題を出題

○全国学力・学習状況調査の分析・活用、国語・算数・数学の

宿題をよく与える、PTAや地域の人々の参加等、学力向上

のための取組が増加

○学力低位層の割合が減少した学校では、学習規律の維持

の徹底や、国語の宿題を与えている学校の割合が増加。

○自分で調べたことや考えたことを分かりやすく文章で書か

せる指導、書く習慣を身に付ける指導、実生活との関連を

図った指導を重視している学校等の方が平均正答率が高い。

学校質問紙の結果

○大都市、中核市、その他の市などごとの状況について大きな差は
見られない。

 

※昭和３０年代に課題であった都市と農村の差は見られない。
○都道府県のばらつきは小さい（ほとんどが平均正答率の±５％以
内）が、一部に差。

調査結果の積極的な活用を推進
①国において調査結果の積極的な活用を一層充実

 

②教育委員会、学校等における調査結果を活用した取組を推進

○基本的な分析に加え、専門的・多面的な分析を推進専門的・多面的な分析を推進

○○教育指導や学習状況の教育指導や学習状況の改善等に役立つ情報を積極改善等に役立つ情報を積極

 
的に発信的に発信

○各教育委員会、学校における学校改善に向けた計画的な取組を推進各教育委員会、学校における学校改善に向けた計画的な取組を推進

○学校において、児童生徒への教育指導等の改善に活用学校において、児童生徒への教育指導等の改善に活用
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平成21年度全国学力・学習状況調査



我が国の子どもたちの学力と学習の状況②

◆OECD生徒の学習到達度調査（PISA）の結果から

　　　　　　　　　　　　　　　2000年　　　　　　　2003年
　　　　　　　　　　　　　　ぼ　　　フ　おあまぬミな　ニ　　　　き　　　　　　　　　　　ぽ　らヰフ　りをあぶもヨ　　　　　ま

購鱗1懸i灘．灘1婁

数学的リテラシー

@2003年調査の中心分野

OECD

ﾁ盟国中
ﾌ順位

〈上位グループ＞

P位／27咽

（参加国中） （1位／31ヵ国）

科学的リテラシー

@2006年調査の中心分野

OECD

ﾁ盟国中

ﾌ順位

＜上位グループ＞

Q位／27力圏

（参加国中） （2位／31ヵ国）

前回と共通

領域の正答
率は変化な
し。（※1）　”

⇒
有磨

・PISA調査；OECDが15歳児（我が国では高校1年生）を対象に実施

⇒
饗

勺
癖
共通問題

の正答率は
変化なし。

　（※2）

　　2006年

平成18年6，7月調査実施．翌年12月公衰

※12000年、2003年の共通領域の結果で比較

※2出題の枠組みが変わったため、比較可能な

　共通問題の結果で比較

◆IEA国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2007）の結果から

小学校 中学校

算数 理科 数学 理科

2007年

i第5圓）

　568点
i4位／36か国）

　548点
i4位／36か国）

2007年

i第5回）

　570点
i5位／48か国）

　554点
i3位／48か国）

2003年

i第4回）

　565点
i3位／25か国）

　543点
i3位／25か国）

2003年

i第4圏）

　570点
i5位／46か国）

　552点
i6位／46か国）
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1□国際平均値

　　　　1．6．

m

宿題をする

．1，8

中学校

で2

0．6．

テレビやビデオを見る　家の仕事（手伝い）をする

2007年

2003年

国際平均（2007）

勉強は楽しいと思う

　　（小学校）

算数

70％

65％

80％

理科

87％

81％

83％

・TIMSS調査は1EA（国際教育到達度評価学

会）が昭和39年から行っている調査で、2007

年は、小学4年生と中学2年生を対象に算数・

数学、理科について調査。

・PISA調査のように「活用する力」ではなく、

学校カリキュラムを通してどの程度知識が身

についたかを調査。

・我が国の児童生徒の学力は、国際的に見て

上位。平均得点はすべて前回以上だが、統計
上の誤差を考慮すると前回と同程度。

・小学校で一部改善が見られるが、学ぶ意欲や

学習習慣に課題があり、また、テレビやビデオ

を見る時間が長く、家の手伝いをする時間が

短いなど生活習慣にも課題。



　　　　　※　数値は、公立小・中学校のうち、児童生徒の理解や習熟の程度に応じた指導を実施している学校の割合である。

　　　　　※　平成20年度から学校の負担軽減の観点から隔年調査としたため、平成20年度は未調査。

　　　　　※　数値は、年間を通じて実施するものだけでなく、ある単元の学習等の特定の時期で実施した場合、特定の学年で実施した
　　　　　　場合も含んでいる。

81.6%

72.3%

52.1%

63.1%

38.8%

74.2%

49.9%

64.7%

31.1%

66.9%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

公立小学校
公立中学校
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習熟度別少人数指導等を実施する学校が減
少

先行実施に伴う授業時数の増への対応

＜新学習指導要領の授業時数増加率＞

(小学校) 　　　　　　   (中学校)
 国語　  6.1% 　　　　　 国語　 10.0%
 算数　 16.3%　　 　　　 社会　 18.6%
 理科　 15.7%　　 　　　 数学　 22.2%
 社会　  5.8%　　 　　　 理科　 32.8%
 体育　 10.6%　　 　　　 外国語 33.3%
　　　　　　　　　　　   体育　 16.7%
 総時数  5.2% 　　　　  総時数 3.6%

10.8%

29.3%

下線は少人数指導対象教科
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習熟度別少人数指導の効果

習熟度別少人数指導とD層の問題別正答率

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

1(1) 1(2) 1(3) 2(1) 2(3) 3(1) 3(4) 4(2) 5(2) 6(1) 6(3) 6(5)1 6(5)2 8 11(1) 13 14(1) 14(2) 15(1) 15(2)

問題番号　中学校数学A

正
答
率

指導による正答率の差

○習熟度別少人数指導を受けた児童
生徒の方が、受けなかった児童生
徒よりも正答率が高い

習熟度別少人数指導とD層の問題別無解答率

-2.0%

-1.5%

-1.0%

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1(1) 1(2) 1(3) 2(1) 2(3) 3(1) 3(4) 4(2) 5(2) 6(1) 6(3) 6(5)1 6(5)2 8 11(1) 13 14(1) 14(2) 15(1) 15(2)

問題番号　中学校数学A

無
解
答
率

指導による無解答率の差

○習熟度別少人数指導を受けた児童
生徒の方が、受けなかった児童生
徒よりも無回答率が低い（＝解答
意欲が高い）

○習熟度別少人数指導を行うこと
により、低学力層の児童生徒の
学習に対する関心・意欲・態度
が高まる傾向

習熟度別少人数指導の年間実施状況と
低学力層における算数の勉強が好きな児童の割合

低学力層における習熟度別少人数指導と問題別正答率 低学力層における習熟度別少人数指導と問題別無回答率

出典：「平成20年度全国学力・学習状況調査追加分析（H20.12、H21.3）」



「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の

学習指導要領等の改善について（答申）」【抜粋】

（平成２０年１月１７日 中央教育審議会）

９．教師が子どもたちと向き合う時間の確保などの教育条件の整備等

○ これまで述べてきたとおり、「生きる力」をはぐくむという理念を実現するに当た

っては、個々の子どもたちの理解や習熟度に応じたきめの細かい教科指導、観察

・実験やレポートの作成、論述といった知識・技能を活用する学習活動、職場体験

活動といった体験活動などの充実に学校全体で取り組むことが求められる。

そのためには、教師が子どもたちと向き合う時間を確保することが必要である。

このため、それに要する教師数を確保する観点から、教職員定数の改善が重要

である。また、外部人材の活用や地域全体で学校を支援する体制の構築なども

求められる。さらに、指導方法の改善や教科書の充実などを図り、子どもたちと向

き合う時間を効果的・効率的に活用する必要がある。

このように、国と地方が協力して、教職員配置、教科書・教材、学校の施設・設

備など教育を支える条件整備を確固たるものとする必要があり、教育基本法第１

７条の規定により新たに政府が定める「教育振興基本計画」の作成に当たっても、

この点を重視すべきである。

また、学校が、地域と連携を深めながら、人材や時間を有効に活用し、一人一

人の子どもたちに対してきめの細かい指導ができるかどうかは、学校の組織力に

かかっている。学校における校長を中心としたマネジメントを確立し、組織力を高

めることや、そのための教育行政の支援も重要な課題である。

（１） 教職員定数の改善

○ 教師が子どもたちと向き合う時間を確保するに当たっては、何よりも教職員定

数の改善が必要である。特に、学校が組織力を高めながら、一人一人の子どもた

ちにきめの細かい指導を行う上で、主幹教諭による学校マネジメント機能の一層

の強化や教師の事務負担の軽減、習熟度別・少人数指導などのきめ細かい個に

応じた指導の充実、特別支援教育の充実などが重要であり、このような観点か

ら、必要な定数の改善を進めることが喫緊の課題である。

また、確かな学力を確立するために、年間授業時数の増加を図る場合には、

定数改善をはじめ指導体制の整備を進める必要がある。



「教育振興基本計画」（抜粋）
（平成２０年７月１日閣議決定）

第２章 今後１０年間を通じて目指すべき教育の姿
（２）目指すべき教育投資の方向

小学校以降の初等中等教育段階については、多様な教育課題に対応するとともに一人一人の子どもに教

員が向き合う環境づくりの観点から、きめ細かな対応ができる環境を実現するなど、質の高い教育を実現

するための条件整備を図る必要がある。

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策
（３）基本的方向ごとの施策

基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人として、社会の一員として生きる基盤を育てる

① 知識・技能や思考力・判断力・表現力、学習意欲等の「確かな学力」を確立する

◇ 学習指導要領の改訂と着実な実施

授業時数や指導内容を増加する新学習指導要領の円滑な実施を図るために、教職員定数の在り方、算数

・数学、理科に係る先行実施のための補助教材の作成・配布などの教育を支える条件整備について検討する。

◇ 学校現場の創意工夫による取組への支援

学校現場の創意工夫による取組を支援するため、学級編制基準の弾力化、習熟度別指導・少人数指導の

教員や小学校高学年での専科教員の適正配置、定数の適正化、地域の実情に応じた学校選択制の普及、教

材開発などの教員のチームによる取組の支援、図書の充実を図る。

③ 教員の資質の向上を図るとともに、一人一人の子どもに教員が向き合う環境をつくる

教員は、子どもたちの心身の発達に関わり、その人格形成に大きな影響を与える存在であり、その資質

・能力を絶えず向上させるため、適切な処遇や教員の養成・研修の充実、厳格な人事管理を促す必要がある。

教員が、授業等により一人一人の子どもに向き合う環境をつくるため、教職員配置の適正化や外部人材の

活用、教育現場のＩＣＴ化、事務の外部化等に総合的に取り組む。

◇ 教員が子ども一人一人に向き合う環境づくり

教員が子ども一人一人に向き合う環境づくりの観点から、教職員配置の適正化を行うとともに、スクー

ルカウンセラー、特別支援教育支援員、部活動の外部指導者等の学校の専門的・支援的スタッフや退職教

員・経験豊かな社会人等の外部人材の積極的な活用を図る。

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策
（４）特に重点的に取り組むべき事項

◎ 確かな学力の保証

○ 新学習指導要領の実施

新学習指導要領の円滑な実施を図るために、教職員定数の在り方、教科書・教材、学校の施設・設備

など教育を支える条件整備について検討する。

◎ 教員が子ども一人一人に向き合う環境づくり

○ 教員の子どもと向き合う環境づくり

教職員配置の適正化を行うとともに、退職教員や経験豊かな社会人などの外部人材の積極的な活用、

「学校支援地域本部」等の地域住民による学校支援の取組、調査の見直し、教育現場のＩＣＴ化、事務

の簡素化・外部化などの取組を支援する。



「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」（抜粋）

（中央教育審議会 平成１７年１０月２６日）

第Ⅱ部 各論

第３章 地方・学校の主体性と創意工夫で教育の質を高める

－学校・教育委員会の改革－

（３）国と地方、都道府県と市区町村の関係・役割

エ 教職員配置の改善と市区町村、学校への学級編制に係る権限の移譲

○ 義務教育のナショナル・スタンダードを設定しそれが履行されるための

諸条件を整備する観点から、国が学級編制及び教職員配置についての基準

を明確にすることは重要であり、早急に次期定数改善計画を策定する必要

がある。これにより、少人数教育の一層の推進や、学習指導や特別支援教

育の充実、養護教諭、栄養教諭、事務職員、司書教諭の配置充実、外国人

児童生徒への支援の充実など、今日的な教育上の課題に迅速かつ適切に対

応した教職員配置の改善を進める必要がある。

○ その上で、今後は学校の判断により地域や学校の実情に合わせた指導形

態・指導方法や指導組織とするため、現行制度を見直し、学級編制に係る

学校や市区町村教育委員会の権限と責任を拡大する必要がある。

例えば、義務標準法による教職員の標準定数について都道府県ごとの算

定から市区町村ごとの算定に改めることや、学校や市区町村教育委員会の

判断で学級編制が弾力的に実施できるようにすることなど現行の学級編制

の仕組みを見直す必要がある。

また、学校や市区町村教育委員会の判断で少人数学級編制を可能とする

ことができるよう、これまで例外的な措置とされていた４０人学級を下回

る学級編制が自由に選択できる制度とする必要がある。

その際、各都道府県に対し教育上の特別な事情に基づきさらに必要とさ

れて加えられる定数（いわゆる教職員定数の加配定数）について、その配

分と運用ルールの見直しを検討すべきである。



●暴力行為の発生件数（国公私・小中高）

暴力行為の現状について

平成20年度：59,618件（前年度52,756件）
※前年度より約７千件増加（国公私合計）し、小・中学校で過去最高の件数に上る。

（注）平成18年度から、
・国・私を調査対象に追加。
・怪我や外傷、診断書、被害届の有無に関わらず、暴力行為があれば全て計上することを明確化。
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平成20年度：84,648件（前年度101,097件）
※前年度より約１万６千件減少（国公私合計）しているが、依然として相当数に上る。

●いじめの認知件数(国公私・小中高)

（注）平成１８年度から、
・国・私を調査対象に追加。
・いじめられた児童生徒の立場に立って、より実態に即して把握できるよう、いじめの定義を見直し、「当該児童生徒が、
一定の人間関係のある者から心理的・物理的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じているもの」とした。

・アンケート調査や個別面談など、直接状況をきく機会を設けるよう徹底

いじめの現状について
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●不登校児童生徒数（国公私・小中高）

不登校の現状について

平成20年度：179,829人（前年度182,296人）
小学校： 22,652人 中学校：104,153人 高等学校： 53,024人

※前年度より約２千件減少（国公私合計）しているが、依然として相当数に上る。

注）年度間に連続又は断続して３０日以上欠席した児童生徒数のうち不登校を理由とする者について調査。不登校とは、「何らか
の心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況にあるこ
と（ただし、病気や経済的理由によるものを除く）」をいう。
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【出典】文部科学省「学校基本調査」



※各年度５月１日現在
※「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計
※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成１８年度から新たに通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定
（併せて「自閉症」も平成１８年度から対象として明示：平成１７年度以前は主に「情緒障害」の通級指導の対象として対応）
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【出典】文部科学省「通級による指導実施状況調査」

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）



12,383 12,240 12,468 12,046 12,523 13,307 14,281
15,946

18,142
19,504

5,250 5,203 5,694 5,507 5,317
5,097

5,076

5,246

5,978

7,576

901 917
1,024

1,131 1,143
1,204

1,242

1,128

1,182

1,365

18,585 18,432
19,250 18,734 19,042

19,678
20,692

22,413

25,411

28,575

中等教育学校, 32

 

 

中等教育学校, 10

中等教育学校, 15

中等教育学校, 23

中等教育学校, 21

中等教育学校, 25 特別支援学校, 98

特別支援学校, 84

盲・聾・養護学校, 72

盲・聾・養護学校, 70

盲・聾・養護学校, 55

盲・聾・養護学校, 49

盲・聾・養護学校, 50

盲・聾・養護学校, 64

盲・聾・養護学校, 72

盲・聾・養護学校, 51

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

（人）

特別支援学校

中等教育学校

高等学校

中学校

小学校

日本語指導が必要な外国人児童生徒数の推移



保護者に「地域の教育力」を自身の子ども時代と比較してもらったところ、過半数が「以前に比べ
て低下している」（55.6％）と回答。一方、「以前に比べて向上している」（5.2％）、「以前と変わらな
い」（15.1％）は低い割合。

その理由

※１４項目の中から３つまで選択。上記グラフは上位５項目の回答率。

以前に比べて
低下している

以前に比べて
向上している

以前と変わら
ない

わからない 不明

（％）

55.6 5.2 15.1 22.7 1.5

文部科学省「平成１７年度地域の教育力に関する実態調査」

地域の教育力に関する意識

（％）

56.1

33.7

33.2

33.1

30.1

0 20 40 60 80

個人主義が浸透してきているので
（他人の関与を歓迎しない）

　　　　　地域が安全でなくなり、子どもを他人と
交流させることに対する抵抗が増しているので

近所の人々が親交を深められる
機会が不足しているので

人々の居住地に対する
親近感が希薄化しているので

母親の就労が増加しているので

問　あなたは、世の中全般に家庭の教育力が低下していると思いますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う

　ある程度そう思う

　どちらともいえない

　あまりそう思わない

全くそう思わない

38.6 41.2 16.7

3.0

約８割の親が家庭の教育力が低下していると実感

家庭の教育力に関する意識

出典 文部科学省委託調査「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究」（平成２０年度）
調査対象：０歳～１８歳の子どもを持つ２０歳～５４歳の父母３，０００人



問　あなたは、世の中全般の家庭の教育力が主にどのような理由で低下してきていると思いますか。

（重要だと思う順番に第３位まで選択）
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過保護や過干渉な親の増加

しつけや教育に無関心な親の増加

しつけや教育の仕方がわからない親の増加

しつけや教育に自信を持てない親の増加

しつけや教育に明確な方針を持たない親の増加

親の道徳観の低下

テレビ・ゲームなどによる悪い影響

学校や塾へのしつけや教育の依存

地域や行政へのしつけや教育の依存

父親の存在感の低下

親以外の大人とふれ合わせる機会の不足

親子がふれ合う機会の不足

子どもにいろいろな体験をさせる機会の不足

その他

無回答

％

◎ 「親の道徳観の低下」、「過保護や過干渉な親の増加」、「しつけや教育に無関心な親の増
加」という回答が多い。

◎ 第１位の選択では「過保護や過干渉な親の増加」が最も多い。

出典 文部科学省委託調査「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究」（平成２０年度）
調査対象：０歳～１８歳の子どもを持つ２０歳～５４歳の父母３，０００人

家庭の教育力が低下している理由として考えられるもの

「児童に耐性や基本的な生活習慣が身に付いていなかったこと」、「家庭の教育力が低下していること」、と
回答した校長・教諭が最も多い。

小１児童の不適応状況発生の要因

東京都公立小・中学校における第１学年の児童・生徒の学校生活への適応状況にかかわる実態調査について」（平成２１年１１月）
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